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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第59期

中間連結会計期間
第60期

中間連結会計期間
第59期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上収益 （百万円） 72,929 78,495 151,074

税引前中間（当期）利益 （百万円） 14,918 15,187 30,943

親会社の所有者に帰属する

中間（当期）利益
（百万円） 10,166 10,449 20,665

親会社の所有者に帰属する

中間（当期）包括利益
（百万円） 9,959 10,171 21,515

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 72,039 80,629 84,568

総資産額 （百万円） 304,940 314,506 324,288

基本的１株当たり中間（当期）利益 （円） 67.67 68.95 137.11

希薄化後１株当たり中間（当期）利益 （円） 64.29 67.67 130.48

親会社所有者帰属持分比率 （％） 23.6 25.6 26.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 15,406 17,367 22,541

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,345 △7,497 △8,870

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △11,304 △19,839 △14,948

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 63,589 53,264 63,398

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

当社グループは、日本企業の海外進出が活発化し、企業のグローバルな競争が激化する環境下において、「日本企

業が世界で戦うために本業に集中できるよう、本業以外の業務をサポートすること」、「真のサムライパワーを発揮

できるよう、日本企業の世界展開を支援すること」、また、これらの活動を通じ、「これから始まる日本の大転換に

なくてはならない存在になる」という使命のもと、「世界規模で展開する『生活総合支援サービス産業』の創出」と

いうビジョンを掲げており、そのビジョン実現に向けて、2026年３月期を初年度とする４カ年の中期経営計画「第四

次オリンピック作戦」を策定、始動いたしました。第四次オリンピック作戦においては、特に重点的に取り組むべき

３つの社会的課題として、「人材投資」、「労働力不足」、「シニア・相続」の３領域を起点とし、既存事業の深

化、新規事業の創出、及びこれらを支える戦略的投資を一体的に推進してまいります。ＢｔｏＢ領域のアウトソーシ

ング事業においては、深刻化する労働力不足への対応策として、日本企業の生産性向上及び福利厚生の充実支援を一

層拡大してまいります。また、ＢｔｏＣ領域における賃貸管理事業及び観光事業においては、地方創生及び拡大する

インバウンド需要への対応を通じて、地域経済への貢献と事業承継の推進を図ってまいります。

 

当中間連結会計期間は、借上社宅管理事業や賃貸管理事業における管理戸数などのストック基盤が堅調に積み上が

り、増収となりました。

一方、営業利益については、前中間連結会計期間に観光事業において大型物件の売却があったことから減益となり

ました。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間の経営成績は、以下のとおりです。

　売上収益　　　　　　　　　　　　　 784億95百万円（前年同期比　 7.6％増）

　営業利益　　　　　　　　　　　　　 148億44百万円（前年同期比　 0.1％減）

　税引前中間利益　　　　　　　　　　 151億87百万円（前年同期比　 1.8％増）

　親会社の所有者に帰属する中間利益　 104億49百万円（前年同期比　 2.8％増）

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりです。

 

①　アウトソーシング事業

　当事業は、福利厚生事業、借上社宅管理事業、海外赴任支援事業で構成され、ＢｔｏＢ領域のアウトソーシ

ング事業を展開しております。福利厚生事業においては、企業の業務負担とコストを軽減し様々なコンテンツ

を従業員へ提供する福利厚生代行サービスや、提携企業向けに顧客特典代行サービス等を提供しているほか、

住まいの駆け付けサービスを手掛け、顧客会員の生活を総合的にサポートしております。借上社宅管理事業に

おいては、借上社宅管理を中心に物件検索等による転居支援、留守宅管理等を手掛けております。また、海外

赴任支援事業においては、日本企業の駐在員を中心に、赴任前から帰任に至るまで、海外赴任サポート等の

サービスを総合的に展開しております。

　当中間連結会計期間は、福利厚生代行サービスにおける利用関連収入が伸長したほか、借上社宅管理事業の

管理戸数が前年同期を上回ったことで、管理手数料収入や物件検索等による転居支援サービスの利用件数が増

加したことなどから増収増益となりました。

　これらの結果、売上収益439億７百万円（前年同期比9.6％増）、営業利益124億48百万円（同8.9％増）とな

りました。
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②　賃貸管理事業

　当事業は、「リロの賃貸」のもと、不動産オーナー向けに賃貸管理を中心としたサービスを展開しておりま

す。また、賃貸仲介や修繕・リフォーム工事など、管理業務に付随する幅広いサービスをワンストップで提供

しており、全国規模のネットワークを活かした豊富な情報量と多様なサービスを提供しております。

　当中間連結会計期間は、管理戸数が前年同期を上回り、ストック基盤が堅調に積み上がったことに加え、物

件売却等により増収増益となりました。

　これらの結果、売上収益262億87百万円（前年同期比8.0％増）、営業利益33億67百万円（同4.5％増）とな

りました。

 

③　観光事業

　当事業は、福利厚生事業の会員基盤や企業の保養所をはじめとした地方の中小型のホテル、旅館の運営ノウ

ハウを活用し、ホテル運営事業と別荘のタイムシェア事業を展開するほか、後継者問題を抱えるホテル、旅館

の再生にも取り組んでおります。

　当中間連結会計期間は、宿泊需要が堅調に推移する中、天候不良等の影響もあり、売上収益は前年同期並み

となりました。一方、前中間連結会計期間には大型物件の売却があったことから減益となりました。

　これらの結果、売上収益80億17百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益13億95百万円（同39.1％減）とな

りました。

 

④　その他

　当事業は、主力事業の基盤を活かし金融関連事業等を展開しており、売上収益２億82百万円（前年同期比

51.5％減）、営業損失１億44百万円（前年同期は１億19百万円の営業損失）となりました。

 

　当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比して97億82百万円減少し、3,145億６百万円

となりました。

　負債合計は、前連結会計年度末に比して60億15百万円減少し、2,316億93百万円となりました。

　資本合計は、前連結会計年度末に比して37億67百万円減少し、828億12百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比して101億33百万円減少

し、532億64百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は下記のとおりです。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、173億67百万円（前年同期比19億61百万円増）となりました。税引前中間

利益151億87百万円、減価償却費及び償却費100億45百万円、営業債権及びその他の債権の増減額85億99百万円

を計上したことが主な要因です。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、74億97百万円（前年同期比31億51百万円増）となりました。投資不動産の

取得による支出44億22百万円、有形固定資産の取得による支出25億３百万円を計上したことが主な要因です。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、198億39百万円（前年同期比85億35百万円増）となりました。社債の償還

による支出241億36百万円、配当金の支払額104億43百万円を計上した一方、長期借入れによる収入248億76百

万円を計上したことが主な要因です。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 602,100,000

計 602,100,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 153,016,200 153,016,200
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数　100株

計 153,016,200 153,016,200 － －

(注)　「提出日現在発行数」には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

2026年８月６日取締役会決議（第20回有償ストック・オプション）
（付与対象者の区分及び人数：当社取締役、取締役監査等委員及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員10名）

新株予約権の数（個） 363(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、

内容及び数（株）

普通株式

36,300(注)１

新株予約権の行使時の払込金（円） １(注)２

新株予約権の行使期間 2030年４月１日～2034年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円）

発行価格1,852.58

資本組入額(注)４

新株予約権の行使の条件

　本新株予約権者は、当社が金融商品取引法に基づき提出した有価証券報告書

に記載された2029年３月期の連結損益計算書における税引前利益もしくは営業

利益が500億円以上となった場合のみ、本新株予約権を行使することができ

る。

　本新株予約権者は、本新株予約権の行使時において、当社の取締役、取締役

監査等委員、相談役、顧問、従業員もしくは当社の子会社の取締役、監査役、

相談役、顧問または従業員の地位にあることを要する。ただし、本新株予約権

者である従業員が従業員の定年年齢以降に退職した場合その他当社取締役会が

正当な理由があると認めた場合は、当社の取締役、取締役監査等委員、相談

役、顧問、従業員もしくは当社の子会社の取締役、監査役、相談役、顧問また

は従業員の地位にない場合も、本新株予約権を行使することができる。

　本新株予約権者に対しては、前各項の新株予約権の行使の条件を満たしてい

る場合でも、新株予約権を行使する日以前において、法令に違反した場合、所

属会社の就業規則に定める懲戒処分を受けた場合、当社または当社の子会社に

対して損害またはそのおそれをもたらした場合、その他本新株予約権を付与し

た趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと当社取締役会が認めた場

合、当社取締役会は、新株予約権の行使の権利を消滅させることができる。

　本新株予約権者が死亡した場合、本新株予約権者の相続人が、当該本新株予

約権を行使することができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するも

のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項

　当社が、組織再編行為をする場合、組織再編行為の効力発生時点において残

存新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、再編対象会社の

新株予約権を交付する。この場合においては、残存新株予約権は消滅するもの

とし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において

定めた場合に限るものとする。

※　新株予約権証券の発行時（2026年８月28日）における内容を記載しております。
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(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株

式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない

本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを

切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

３．発行価格は、割当日における新株予約権の公正価額と新株予約権の行使時の払込額（１株当たり１円）を合

算しております。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合に増加する資本金及び資本準備金の額

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 153,016,200 － 2,667 － 2,860
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

有限会社ササダ・ファンド 東京都新宿区舟町１番地 35,000 23.2

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 15,066 10.0

光通信KK投資事業有限責任組合

無限責任組合員 光通信株式会社
東京都豊島区西池袋１－４－10 10,616 7.0

UH Partners 2 投資事業有限責任組合

無限責任組合員株式会社 UH Partners 2
東京都豊島区南池袋２－９－９ 9,395 6.2

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 5,354 3.5

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505301

(常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部)

MASSACHUSETTS, U.S.A

(東京都港区港南２－15－１)
3,446 2.3

リログループ従業員持株会 東京都新宿区新宿４－３－23 2,438 1.6

光通信KK第４号投資事業有限責任組合

無限責任組合員 光通信株式会社
東京都豊島区西池袋１－４－10 2,367 1.6

TAIKI SASADA

（常任代理人　みずほ証券株式会社）

NEW YORK,U.S.A

（東京都千代田区大手町１－５－１）
1,990 1.3

佐々田有樹 東京都新宿区 1,984 1.3

計  87,657 58.0

(注) １．上記、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式のうち、6,320千株及び株式会社日本カ

ストディ銀行（信託口）の所有株式のうち、4,160千株は、信託業務に係る株式数です。

２．上記のほか、当社所有の自己株式2,148千株があります。

３．2024年３月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エフエムアール　エ

ルエルシー（FMR LLC）が2024年３月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社

として2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて

おりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

エフエムアール　エルエルシー

（FMR LLC）

245 Summer Street, Boston,

Massachusetts 02210, USA
7,639 4.99
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４．2025年６月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者であるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社が

2025年６月13日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現

在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

三井住友トラスト・アセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 3,635 2.38

アモーヴァ・アセットマネジメント

株式会社
東京都港区麻布台一丁目３番１号 3,891 2.54

５．2024年６月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社及びその共同保

有者であるノムラ　インターナショナル　ピーエルシー及び野村アセットマネジメント株式会社が2024年６

月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 2,423 1.58

ノムラ　インターナショナル

ピーエルシー

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
16 0.01

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲二丁目２番１号 3,443 2.25

６．2021年４月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同

保有者であるみずほ証券株式会社及びアセットマネジメントOne株式会社が2021年３月31日現在で以下の株式

を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認

ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 500 0.33

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 312 0.20

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 4,665 3.05
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,148,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 150,849,500 1,508,495 －

単元未満株式 普通株式 18,200 － －

発行済株式総数  153,016,200 － －

総株主の議決権  － 1,508,495 －

(注)　単元未満株式数には、当社所有の自己株式が25株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

株式会社リログループ
東京都新宿区新宿四丁目

３番23号
2,148,500 － 2,148,500 1.4

計 － 2,148,500 － 2,148,500 1.4

(注)　上記のほか、株式給付信託口（J-ESOP）が保有する当社株式が16千株あります。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号。以下、「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準

拠して作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けておりま

す。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  63,398 53,264

営業債権及びその他の債権  101,215 93,203

棚卸資産  9,057 10,850

その他の金融資産 12 1,672 1,307

その他の流動資産  5,001 5,596

流動資産合計  180,345 164,222

    

非流動資産    

有形固定資産  19,798 22,067

使用権資産  34,617 33,630

のれん  17,088 19,236

無形資産  9,454 9,484

投資不動産  22,360 24,301

持分法で会計処理されている投資  2,317 2,320

その他の金融資産 12 26,216 26,921

繰延税金資産  10,928 11,066

その他の非流動資産  1,160 1,254

非流動資産合計  143,943 150,283

資産合計  324,288 314,506
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   （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  74,687 74,042

社債及び借入金 ７,12 12,088 13,954

リース負債  10,300 11,127

未払法人所得税  4,673 4,576

契約負債  9,704 8,819

その他の金融負債 12 19,480 20,153

引当金  436 －

その他の流動負債  5,275 4,658

流動負債合計  136,647 137,331

    

非流動負債    

社債及び借入金 ７,12 38,547 32,546

リース負債  21,833 20,047

契約負債  16,152 16,451

その他の金融負債 12 12,004 12,298

引当金  10,610 10,878

繰延税金負債  1,091 1,147

その他の非流動負債  820 991

非流動負債合計  101,061 94,362

負債合計  237,709 231,693

    

資本    

資本金  2,667 2,667

資本剰余金  257 85

利益剰余金  77,418 77,403

自己株式 ８ △2,533 △4,032

その他の資本の構成要素  6,759 4,505

親会社の所有者に帰属する持分合計  84,568 80,629

非支配持分  2,010 2,183

資本合計  86,579 82,812

負債及び資本合計  324,288 314,506
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

売上収益 10 72,929 78,495

売上原価  39,103 42,256

売上総利益  33,826 36,238

    

販売費及び一般管理費  20,670 22,028

その他の収益  1,776 734

その他の費用  79 100

営業利益  14,852 14,844

    

金融収益  335 662

金融費用  351 456

持分法による投資損益  82 137

税引前中間利益  14,918 15,187

法人所得税費用  4,493 4,560

中間利益  10,425 10,626

    

中間利益の帰属    

親会社の所有者  10,166 10,449

非支配持分  258 177

中間利益  10,425 10,626

    

１株当たり中間利益    

基本的１株当たり中間利益（円） 11 67.67 68.95

希薄化後１株当たり中間利益（円） 11 64.29 67.67
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【要約中間連結包括利益計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

中間利益  10,425 10,626

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する資本性金融資産
 △164 0

項目合計  △164 0

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  △36 △254

持分法適用会社における

その他の包括利益に対する持分
 － △7

項目合計  △36 △262

その他の包括利益合計  △201 △262

中間包括利益  10,223 10,364

    

中間包括利益の帰属    

親会社の所有者  9,959 10,171

非支配持分  264 193

中間包括利益  10,223 10,364
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

        （単位：百万円）

  親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 注記 資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計

2025年４月１日残高  2,667 555 63,010 △5,551 7,517 68,198 2,314 70,512

中間利益  － － 10,166 － － 10,166 258 10,425

その他の包括利益  － － － － △206 △206 5 △201

中間包括利益  － － 10,166 － △206 9,959 264 10,223

自己株式の処分 ８ － △1,207 － 2,337 △1,129 0 － 0

自己株式処分差損の

振替
 － 510 △510 － － － － －

配当金 ９ － － △6,287 － － △6,287 △81 △6,368

株式に基づく
報酬取引

 － 137 － － 33 170 － 170

支配継続子会社に
対する持分変動

６ － 3 － － － 3 △4 △1

その他  － － 8 － △14 △6 6 0

所有者との

取引額等合計
 － △555 △6,789 2,337 △1,110 △6,118 △79 △6,198

2025年９月30日残高  2,667 － 66,387 △3,214 6,199 72,039 2,498 74,538

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

        （単位：百万円）

  親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 注記 資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計

2026年４月１日残高  2,667 257 77,418 △2,533 6,759 84,568 2,010 86,579

中間利益  － － 10,449 － － 10,449 177 10,626

その他の包括利益  － － － － △278 △278 15 △262

中間包括利益  － － 10,449 － △278 10,171 193 10,364

自己株式の取得 ８ － △1 － △2,099 － △2,101 － △2,101

自己株式の処分 ８ － 95 － 601 △696 0 － 0

配当金 ９ － － △10,451 － － △10,451 △79 △10,531

株式に基づく
報酬取引

 － 146 － － 117 264 － 264

転換社債型新株
予約権付社債の償還

７ － 37 － － △1,408 △1,371 － △1,371

非支配株主に係る売建

プット・オプション

負債の変動

 － △392 － － － △392 14 △377

その他  － △58 △12 － 11 △59 44 △14

所有者との

取引額等合計
 － △171 △10,464 △1,498 △1,976 △14,110 △21 △14,131

2026年９月30日残高  2,667 85 77,403 △4,032 4,505 80,629 2,183 82,812
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

   （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  14,918 15,187

減価償却費及び償却費  9,161 10,045

金融収益及び金融費用  148 251

持分法による投資損益（△は益）  △82 △137

固定資産売却損益（△は益）  △1,276 △312

棚卸資産の増減額（△は増加）  △775 △1,793

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 4,054 8,599

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 2,462 △1,318

事業用リース負債の減少  △4,571 △4,983

その他  △3,241 △3,096

小計  20,798 22,441

利息及び配当金の受取額  247 298

利息の支払額  △283 △440

法人所得税の支払額  △5,356 △4,931

営業活動によるキャッシュ・フロー  15,406 17,367
    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △1,555 △2,503

有形固定資産の売却による収入  1,343 40

無形資産の取得による支出  △1,167 △1,012

投資不動産の取得による支出  △4,694 △4,422

投資不動産の売却による収入  2,048 2,454

投資有価証券の取得による支出  △20 △62

投資有価証券の売却による収入  52 11

子会社の取得による支出  △263 △772

貸付けによる支出  △174 △516

その他  85 △714

投資活動によるキャッシュ・フロー  △4,345 △7,497
    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  △214 △1,381

長期借入れによる収入  260 24,876

長期借入金の返済による支出  △3,790 △5,396

社債の償還による支出 ７ △48 △24,136

自己株式の取得による支出 ８ － △2,101

自己株式の売却による収入  0 0

配当金の支払額  △6,281 △10,443

非支配持分への配当金の支払額  △81 △79

その他  △1,148 △1,177

財務活動によるキャッシュ・フロー  △11,304 △19,839

現金及び現金同等物に係る換算差額  △9 △164

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △253 △10,133

現金及び現金同等物の期首残高  64,021 63,398

売却目的で保有する資産に
含まれる現金及び現金同等物

 △178 －

現金及び現金同等物の中間期末残高  63,589 53,264
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社リログループ（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。その登記されている本社

の住所は当社のウェブサイト（https://www.relo.jp/）で開示しております。当中間連結会計期間（2026年４月

１日から2026年９月30日まで）の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下、「当社グループ」とい

う。）、並びに当社グループの関連会社に対する持分から構成されております。

　当社グループはアウトソーシング事業、賃貸管理事業、観光事業を主な事業としております（「５．事業セグ

メント」参照）。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作

成しております。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会

計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約中間連結財務諸表は、2026年11月13日に当社代表取締役CEO中村 謙一によって承認されております。

 

(2）測定の基礎

　要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成されておりま

す。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（百万円単位、単位未満切捨て）で表示しておりま

す。

 

(4）表示方法の変更

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前中間連結会計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

「社債の償還による支出」は、金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしま

した。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

　この結果、前中間連結会計期間の要約中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動による

キャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた△48百万円は「社債の償還による支出」として組み

替えております。
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３．重要性がある会計方針

　要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て適用した会計方針と同一です。

　なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、年間の見積実効税率に基づいて算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び判断

　IFRSに準拠した要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及

び費用の報告額に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を行うことが要求されております。これらの見積

り及び仮定は、過去の経験及び利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因

等を勘案した経営者の最善の判断に基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に

基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見

積りを見直した期間及び将来の期間において認識しております。

　本要約中間連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、原則として前連結会計年度

に係る連結財務諸表と同様です。
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５．事業セグメント

(1）報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社グループは、住宅分野とレジャー・ライフサポート分野の双方にまたがる企業福利厚生のアウトソーシ

ングサービスを主力事業とし、その事業基盤を活かして賃貸管理事業やホテル運営事業なども展開しておりま

す。

 

　各事業の概要は下記のとおりです。

アウトソーシング事業：福利厚生代行サービス、顧客特典代行サービス、住まいの駆け付けサービス、借上

社宅管理業務アウトソーシングサービス、海外赴任サポート、インバウンドサポー

ト、駐在員規定・処遇コンサルティング等

賃貸管理事業　　　　：賃貸管理・工事、不動産仲介、不動産売買等

観光事業　　　　　　：別荘のタイムシェア事業、ホテル運営事業等

 

(2）報告セグメントの情報

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の売上収益及びセグメント損益の調整

額は市場実勢価格に基づいております。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 
アウト

ソーシング事業
賃貸管理事業 観光事業 計

売上収益     

外部顧客への売上収益 40,050 24,336 7,959 72,346

セグメント間の売上収益 251 262 32 546

計 40,302 24,599 7,991 72,893

セグメント利益又は損失（△） 11,428 3,223 2,291 16,944

 

    

 
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

要約中間連結
財務諸表計上額

売上収益     

外部顧客への売上収益 582 72,929 － 72,929

セグメント間の売上収益 130 677 △677 －

計 712 73,606 △677 72,929

セグメント利益又は損失（△） △119 16,825 △1,972 14,852

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり金融関連事業等です。

２．セグメント間の売上収益及びセグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去及び全社費用による

ものです。
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当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント

 
アウト

ソーシング事業
賃貸管理事業 観光事業 計

売上収益     

外部顧客への売上収益 43,907 26,287 8,017 78,212

セグメント間の売上収益 320 91 62 475

計 44,228 26,378 8,080 78,687

セグメント利益又は損失（△） 12,448 3,367 1,395 17,211

 

    

 
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

要約中間連結
財務諸表計上額

売上収益     

外部顧客への売上収益 282 78,495 － 78,495

セグメント間の売上収益 139 614 △614 －

計 421 79,109 △614 78,495

セグメント利益又は損失（△） △144 17,066 △2,222 14,844

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり金融関連事業等です。

２．セグメント間の売上収益及びセグメント損益の調整額は、セグメント間取引消去及び全社費用による

ものです。

 

営業利益から税引前中間利益への調整表

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

営業利益 14,852 14,844

金融収益 335 662

金融費用 351 456

持分法による投資損益 82 137

税引前中間利益 14,918 15,187
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６．非支配持分の取得

非支配持分の取得に伴う親会社の所有持分の変動

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

該当事項はありません。

 

 

７．社債

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

発行された社債はありません。また、償還した社債の累計額に重要性はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

発行された社債はありません。

 

償還した主な社債の内訳は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

会社名 銘柄 発行年月日 償還総額 利率（％） 償還期限

㈱リログループ

2027年満期ユー

ロ円建転換社債

型新株予約権付

社債

2020年12月17日 23,918 － 2027年12月17日
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８．資本金及びその他の資本項目

自己株式に関する事項

自己株式の増減は、次のとおりです。

（単位：株）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

期首残高 3,324,685 1,541,475

期中増加(注)１、２ 12,290 974,450

期中減少(注)３、４ 1,405,000 367,400

期末残高 1,931,975 2,148,525

(注) １．前中間連結会計期間の増加は、譲渡制限付株式報酬における退職者からの無償取得によるものです。

２．当中間連結会計期間の増加のうち、932,700株は2026年８月６日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得

による増加です。残りの41,750株は単元未満株式の買取り及び譲渡制限付株式報酬における退職者からの無

償取得によるものです。

３．前中間連結会計期間の減少のうち、690,000株はストック・オプションの権利行使によるものです。残りの

715,000株は2025年６月25日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として処分いたしました。

４．当中間連結会計期間の減少のうち、327,200株はストック・オプションの権利行使によるものです。残りの

40,200株は2026年８月６日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として処分いたしました。

５．上記のほか、株式給付信託口（J-ESOP）が保有する当社株式が前中間連結会計期間末において16千株、当中

間連結会計期間末において16千株あります。
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９．配当金

(1）配当金支払額

　配当金の支払額は、次のとおりです。

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月８日

取締役会
普通株式 6,286 42 2025年３月31日 2025年６月26日

(注)　配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する自社の株式に対する配当金０百万円が含まれておりませ

ん。また、１株当たり配当額には、特別配当４円00銭が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年５月14日

取締役会
普通株式 10,450 69 2026年３月31日 2026年６月25日

(注)　配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれておりませ

ん。

 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年11月12日

取締役会
普通株式 利益剰余金 5,204 34.5 2026年９月30日 2026年12月９日

(注)　配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する自社の株式に対する配当金０百万円が含まれておりませ

ん。
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10．顧客との契約から認識した売上収益

　顧客との契約から認識した売上収益の分解は、次のとおりです。

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
アウト

ソーシング事業
賃貸管理事業 観光事業 その他 合計

顧客との契約から認識した収益 33,342 18,601 7,959 582 60,486

オペレーティング・リース収益 4,063 5,729 － － 9,792

その他の源泉から認識した収益 2,644 5 － － 2,650

計 40,050 24,336 7,959 582 72,929

(注)　その他の源泉から認識した収益は、主にIFRS第９号に基づく利息及びIFRS第16号に基づくリースに係る収益で

す。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
アウト

ソーシング事業
賃貸管理事業 観光事業 その他 合計

顧客との契約から認識した収益 36,399 20,020 8,017 282 64,719

オペレーティング・リース収益 4,367 6,261 － － 10,629

その他の源泉から認識した収益 3,140 5 － － 3,145

計 43,907 26,287 8,017 282 78,495

(注)　その他の源泉から認識した収益は、主にIFRS第９号に基づく利息及びIFRS第16号に基づくリースに係る収益で

す。
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11．１株当たり中間利益

(1）基本的１株当たり中間利益

　基本的１株当たり中間利益及びその算定上の基礎は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

親会社の普通株主に帰属する中間利益   

親会社の所有者に帰属する中間利益 10,166 10,449

親会社の普通株主に帰属しない中間利益 － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益
10,166 10,449

   

発行済普通株式の期中平均株式数 150,233,154株 151,553,312株

   

基本的１株当たり中間利益 67.67円 68.95円

 

 

(2）希薄化後１株当たり中間利益

　希薄化後１株当たり中間利益及びその算定上の基礎は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

希薄化後の普通株主に帰属する中間利益   

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益
10,166 10,449

中間利益調整額 12 4

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する

中間利益
10,178 10,453

   

発行済普通株式の期中平均株式数 150,233,154株 151,553,312株

   

希薄化効果の影響   

ストック・オプション 1,253,447株 232,734株

転換社債型新株予約権付社債 6,842,997株 2,679,043株

希薄化効果の調整後 158,329,598株 154,465,089株

   

希薄化後１株当たり中間利益 64.29円 67.67円
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12．金融商品の公正価値

(1）償却原価で測定する金融商品の公正価値と帳簿価額の比較

　償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較は、以下のとおりです。なお、公正

価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融商品については、以下の表には含

めておりません。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産     

償却原価で測定する金融資産     

その他の金融資産     

敷金及び保証金 22,565 21,776 22,820 22,013

合計 22,565 21,776 22,820 22,013

     

金融負債     

償却原価で測定する金融負債     

社債 23,834 21,608 859 846

長期借入金 20,709 20,244 40,930 39,691

その他の金融負債     

長期預り敷金 11,195 10,426 11,485 10,698

合計 55,739 52,279 53,275 51,236

(注)　公正価値のヒエラルキーはレベル３であり、公正価値測定に用いた観察不能なインプットは割引率です。

 

　上記金融商品の公正価値の算定方法は、次のとおりです。

①　敷金及び保証金

　敷金及び保証金の公正価値の算定は、将来キャッシュ・フローを平均預け期間に基づき、国債の利回り等

適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。

②　長期借入金、社債

　これらの公正価値は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せし

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

③　長期預り敷金

　長期預り敷金の公正価値の算定は、将来キャッシュ・フローを平均預り期間に基づき、国債の利回り等適

切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

(2）経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債

　公正価値で測定される金融資産及び金融負債について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じた公正価値測定額を、次のようにレベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から算出された公正価値

　公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプット

のうち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各報告期間末日に発生したものとして認識しております。な

お、前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、重要なレベル間の振替はありません。
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①　公正価値のヒエラルキー

　公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の

内訳は、次のとおりです。

前連結会計年度（2026年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

株式 － － 366 366

デリバティブ資産 － 21 － 21

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産
    

株式 616 － 542 1,159

投資信託 10 215 － 225

債券 － 14 － 14

合計 627 250 908 1,786

金融負債     

その他の金融負債     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

非支配株主に係る売建

プット・オプション負債
－ － 3,398 3,398

合計 － － 3,398 3,398

 

当中間連結会計期間（2026年９月30日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

株式 － － 366 366

デリバティブ資産 － 6 － 6

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産
    

株式 643 － 519 1,163

投資信託 8 296 － 305

債券 － 23 － 23

合計 652 327 886 1,865

金融負債     

その他の金融負債     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

非支配株主に係る売建

プット・オプション負債
－ － 3,775 3,775

合計 － － 3,775 3,775
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　上記金融商品の公正価値の算定方法は、次のとおりです。

(a）株式

　上場株式については、活発な市場価格に基づいて公正価値を算定しております。非上場株式について

は、主としてディスカウント・キャッシュフロー法等の適切な評価技法を使用して公正価値を測定してお

ります。

(b）投資信託・債券

　取引先金融機関から提示された公正価値に基づいて算定しております。

(c）デリバティブ取引

　取引先金融機関から提示された公正価値に基づいて算定しております。

(d）非支配株主に係る売建プット・オプション

　子会社株式の非支配株主に係る売建プット・オプションは、契約相手への支払いが要求される可能性が

ある金額の現在価値に基づいて算定しております。

 

②　レベル３に分類された金融商品の調整表

　レベル３に分類された金融資産の期首残高から期末残高への調整表は、以下のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

期首残高 867 908

利得及び損失合計   

その他の包括利益 － △20

売却 △0 －

その他 △0 △1

期末残高 866 886

(注) １．その他の包括利益に含まれている利得及び損失は、報告日時点のその他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産に関するものです。これらの利得及び損失は、要約中間連結包括利益計算書の「その他の包括

利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産」に含まれております。

２．レベル３に分類した金融資産は、市場価格が入手できない金融商品です。当該金融商品に係る公正価値の測

定については、適切な権限者に承認された評価方針及び手続に従い、評価者が対象金融商品の評価方法を決

定し、公正価値を測定しております。公正価値の測定結果については適切な責任者が承認しております。

なお、レベル３に分類した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に

変更した場合に重要な公正価値の増減は見込まれておりません。

 

　レベル３に分類された非支配株主に係る売建プット・オプションの期首残高から期末残高への調整表は、

以下のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

期首残高 4,722 3,398

企業結合による増加 － 376

公正価値の変動及び換算差額 18 0

期末残高 4,741 3,775
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13．後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

(1）期末配当

2026年５月14日開催の取締役会において、2026年３月31日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　10,450百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　69円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2026年６月25日

 

(注)　配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する自社の株式に対する配当金１百万円が含まれてお

りません。

 

(2）中間配当

2026年11月12日開催の取締役会において、2026年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　5,204百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　34円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2026年12月９日

 

(注)　配当金の総額には、株式給付信託（J-ESOP）が保有する自社の株式に対する配当金０百万円が含まれてお

りません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2026年11月13日

 

株式会社リログループ

 取　締　役　会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 東　京　事　務　所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原　田　　　達

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　地　洋　平

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リログ

ループの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連

結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間連結財務諸表注

記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社リログループ

及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

 

EDINET提出書類

株式会社リログループ(E05047)

半期報告書

33/34



要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
  
(注) １　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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